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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ブロックタイプの形状を有し、前記ブロックの側面から選択される一つ以上の側面が傾
斜面からなる芯材と、
　複数の前記芯材を平面上に配列し、前記傾斜面が互いに対向する状態で離隔した形態で
配列してなるグルーブ型断熱ボードと、
　前記グルーブ型断熱ボードの上部面及び下部面全体を取り囲むフィルムパウチ形態で構
成され、真空シーリング工程によって前記グルーブ型断熱ボードに密着できるように形成
され、前記芯材間の離隔した部分で曲げ性が示されるように形成され、接着部分が前記芯
材の底面と同一の平面上に形成される外被材と、を含み、
　前記芯材間の離隔空間によって前記外被材が外部に突出して折り曲げられ、前記芯材の
傾斜面と前記芯材の底面とがなす角は１５～６０゜であるグルーブタイプ真空断熱材。
【請求項２】
　前記芯材は、グラスウール、シリカボード、ガラスボード及びポリウレタンフォームか
ら選択される一つ以上を含む請求項１に記載のグルーブタイプ真空断熱材。
【請求項３】
　前記芯材は、平面形態が三角形、四角形、円形及び多角形から選択されるいずれか一つ
からなるブロックタイプである請求項１に記載のグルーブタイプ真空断熱材。
【請求項４】
　前記外被材は、ＬＤＰＥ（Linear Density PolyEthylene）、ＬＬＤＰＥ（Linear Low 
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Density PolyEthylene）、ＨＤＰＥ（High Density PolyEthylene）、ＣＰＰ（Chlorinat
ed Polypropylene）フィルム及びＯＰＰ（Oriented Polypropylene）フィルムから選択さ
れる一つ以上を含む請求項１に記載のグルーブタイプ真空断熱材。
【請求項５】
　ブロックタイプの形状を有し、前記ブロックの側面から選択される一つ以上の側面が傾
斜面からなる芯材を形成する段階と、
　複数の前記芯材を平面上に配列し、前記傾斜面が互いに対向する状態で離隔した形態で
配列したグルーブ型断熱ボードを形成する段階と、
　前記グルーブ型断熱ボードを袋状からなる外被材の一端に備えられた開口部を介して前
記外被材の内部に挿入する段階と、
　真空チャンバーの内部で前記開口部を介して前記外被材内部の空気を抜いて真空状態に
する段階と、
　前記真空状態で前記開口部をシーリングして真空断熱材を形成する段階と、
シーリングされた前記真空断熱材を前記真空チャンバーからオーブンに移動させた後、前
記真空断熱材を加熱する段階と、を含み、
　前記外被材における前記各芯材間の離隔した部分で曲げ性が示され、かつ前記外被材の
接着部分が前記芯材の底面と同一の平面上に形成され、
　前記芯材間の離隔空間によって前記外被材が外部に突出して折り曲げられ、前記芯材の
傾斜面と前記芯材の底面とがなす角は１５～６０゜であるグルーブタイプ真空断熱材を得
るグルーブタイプ真空断熱材の製造方法。
【請求項６】
　前記芯材は、グラスウール、シリカボード、ガラスボード及びポリウレタンフォームか
ら選択される一つ以上で形成される請求項５に記載のグルーブタイプ真空断熱材の製造方
法。
【請求項７】
　前記外被材は、ＬＤＰＥ（Linear Density PolyEthylene）、ＬＬＤＰＥ（Linear Low 
Density PolyEthylene）、ＨＤＰＥ（High Density PolyEthylene）、ＣＰＰ（Chlorinat
ed Polypropylene）フィルム及びＯＰＰ（Oriented Polypropylene）フィルムから選択さ
れる一つ以上を含む請求項５に記載のグルーブタイプ真空断熱材の製造方法。
【請求項８】
　前記開口部をシーリングする段階は、熱シーリングで前記外被材の開口部を仕上げる段
階を含む請求項５に記載のグルーブタイプ真空断熱材の製造方法。
【請求項９】
　前記真空断熱材を加熱する段階は１５０～２００℃で行う請求項５に記載のグルーブタ
イプ真空断熱材の製造方法。
【請求項１０】
　前記真空断熱材を加熱する段階は、赤外線輻射熱加熱方式又は熱風加熱方式を用いて行
う請求項５に記載のグルーブタイプ真空断熱材の製造方法。
【請求項１１】
　前記オーブンとして真空オーブンを使用する請求項５に記載のグルーブタイプ真空断熱
材の製造方法。
【請求項１２】
　前記グルーブ型断熱ボードを形成する段階で、前記複数の芯材を基材フィルムの平面上
に配列し、前記基材フィルムは外被材の熱融着層と同一の材質を使用して形成する請求項
５に記載のグルーブタイプ真空断熱材の製造方法。　
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、グルーブタイプ真空断熱材及びその製造方法に関し、ブロックタイプで加工
された芯材を使用して、柔軟性のあるグルーブタイプの真空断熱材を製造する技術に関す
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る。
【背景技術】
【０００２】
　既存の真空断熱材は、一般の断熱材に対して８倍以上の低い熱伝導率を保有することに
よって高効率の次世代断熱材として使用されているが、高真空で製造されるので、主にボ
ードタイプであり、ベンディングが難しいという問題を有する。
【０００３】
　やむを得なくベンディングが必要な部位では真空断熱材を使用しにくく、一般の断熱材
を充填して真空断熱材を補完する工程を経て、真空断熱材と複合で使用している。
【０００４】
　従って、外被材に対するストレスを最小化し、真空断熱材の性能を長期間維持すること
ができ、必要に応じて容易に曲げて使用できるグルーブタイプ（groove type）の真空断
熱材の開発が必要な実情にある。
【０００５】
　図１は、従来技術に係る真空断熱材を示した断面図である。
【０００６】
　図１に示した一般型真空断熱材３０は、一体型ボードからなる芯材１０を備えており、
その外部に外被材２０が形成される。
【０００７】
　このような形態の断熱材は、曲げ特性を有することができないので、グルーブタイプの
真空断熱を行うためには複数の真空断熱材３０を使用したり、芯材１０を強制に折り曲げ
て使用しなければならない。しかし、強制的な力が加えられる場合、芯材又は外被材にス
トレスが加えられ、真空断熱特性が低下するおそれがある。
【０００８】
　図２は、従来技術に係る真空断熱材を冷蔵庫などの断熱空間に適用した例を示した平面
図である。
【０００９】
　図２を参照すると、ボックス状の冷蔵庫ケース５０が備えられる。従って、ケース５０
内部の４面を取り囲む真空断熱材が必要であるが、図１に示した一般の断熱材では、４面
を同時に取り囲むグルーブタイプの真空断熱材の形態に形成することができない。
【００１０】
　従って、４個の真空断熱材３０ａ、３０ｂ、３０ｃ、３０ｄを使用しなければならない
が、この場合、断熱材の数が増加するので、製造費用が増加し、断熱材の適用が不便にな
る。
【００１１】
　また、コーナー部分に断熱材間の離隔空間が形成されるので、完璧な断熱性能を期待で
きないという問題もある。
【００１２】
　このような問題を解決するために、フレキシブルな芯材を使用したり、一体型ボードタ
イプの芯材に溝を形成した後、溝で曲げ性が示されるようにする方法を使用している。
【００１３】
　しかし、前記のような場合にも、完璧な曲げ性を具現しにくく、外被材が破れる現象が
発生している。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１４】
　本発明の目的は、前処理工程で側壁に傾斜面が形成されたブロックタイプに加工された
芯材を一列に配列した後、外被材で覆ってグルーブタイプの真空断熱材を製造することに
よって、芯材に形成された傾斜面によってベンディング角を自由に調節し、曲げ時にも外
被材に対するストレスを最小化し、既存のグルーブタイプ真空断熱材に比べて真空断熱材
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の性能を長期間維持することができ、必要に応じて容易に曲げて使用できるグルーブタイ
プ真空断熱材及びその製造方法を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【００１５】
　前記目的を達成するための本発明の一実施例に係るグルーブタイプ真空断熱材は、ブロ
ックタイプの形状を有し、前記ブロックの側面から選択される一つ以上の側面が傾斜面か
らなる芯材と、複数の前記芯材を平面上に配列し、前記傾斜面が互いに対向する状態で離
隔した形態で配列してなるグルーブ型断熱ボードと、前記グルーブ型断熱ボードの上部面
及び下部面全体を取り囲むフィルムパウチ形態で構成され、真空シーリング工程によって
前記グルーブ型断熱ボードに密着できるように形成され、前記芯材間の離隔した部分で曲
げ性が示されるように形成され、接着部分が前記芯材の底面と同一の平面上に形成される
外被材と、を含み、前記芯材間の離隔空間によって前記外被材が外部に突出して折り曲げ
られ、前記芯材の傾斜面と前記芯材の底面とがなす角は１５～６０゜であることを特徴と
する。
【００１６】
　ここで、前記芯材は、グラスウール、シリカボード、ガラスボード及びポリウレタンフ
ォームから選択される一つ以上を含むことを特徴とする。また、前記芯材は、平面形態が
三角形、四角形、円形及び多角形から選択されるいずれか一つからなるブロックタイプで
あることを特徴とする。
【００１７】
　また、前記外被材は、ＬＤＰＥ（Linear Density PolyEthylene）、ＬＬＤＰＥ（Linea
r Low Density PolyEthylene）、ＨＤＰＥ（High Density PolyEthylene）、ＣＰＰ（Chl
orinated Polypropylene）フィルム及びＯＰＰ（Oriented Polypropylene）フィルムから
選択される一つ以上を含むことを特徴とする。
【００１８】
　併せて、前記のような真空断熱材を製造するための本発明に係るグルーブタイプ真空断
熱材の製造方法は、ブロックタイプの形状を有し、前記ブロックの側面から選択される一
つ以上の側面が傾斜面からなる芯材を形成する段階と、複数の前記芯材を平面上に配列し
、前記傾斜面が互いに対向する状態で離隔した形態で配列されたグルーブ型断熱ボードを
形成する段階と、前記グルーブ型断熱ボードを袋状からなる外被材の一端に備えられた開
口部を介して前記外被材の内部に挿入する段階と、真空チャンバーの内部で前記開口部を
介して前記外被材内部の空気を抜いて真空状態にする段階と、前記真空状態で前記開口部
をシーリングして真空断熱材を形成する段階と、シーリングされた前記真空断熱材を前記
真空チャンバーからオーブンに移動させた後、前記真空断熱材を加熱する段階と、を含み
、前記外被材における前記各芯材間の離隔した部分で曲げ性が示され、かつ前記外被材の
接着部分が前記芯材の底面と同一の平面上に形成され、前記芯材間の離隔空間によって前
記外被材が外部に突出して折り曲げられ、前記芯材の傾斜面と前記芯材の底面とがなす角
は１５～６０゜であるグルーブタイプ真空断熱材を得ることを特徴とする。
【００１９】
　ここで、前記開口部をシーリングする段階は、熱シーリングで前記外被材の開口部を仕
上げることを特徴とし、前記真空断熱材を加熱する段階は、１５０～２００℃で行うこと
を特徴とし、前記真空断熱材を加熱する段階は、赤外線輻射熱加熱方式又は熱風加熱方式
を用いて行うことを特徴とし、前記オーブンとしては真空オーブンを使用することを特徴
とする。
【００２０】
　また、前記グルーブ型断熱ボードを形成する段階で、前記複数の芯材を基材フィルムの
平面上に配列できるが、このとき、前記基材フィルムは、外被材の熱融着層と同一の材質
を使用して形成することを特徴とする。
【発明の効果】
【００２１】
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　本発明に係るグルーブタイプ真空断熱材は、側壁が傾斜面に加工されたブロックタイプ
の芯材を使用することによって、真空断熱材を折り曲げたとき、複数の芯材の傾斜面を通
して折り曲げ面が完全に密着されるので、非常に向上した水準の断熱効果を提供する。
【００２２】
　また、本発明の一実施例によると、離隔部で接着される外被材部分が芯材の底面と同一
の平面上で形成できるので、真空断熱材の折り曲げ面が完全に密着されて優れた断熱効果
を提供することができ、外被材のクラック発生が最小化されるという効果がある。
【００２３】
　一方、本発明に係るグルーブタイプの真空断熱材製造方法は、傾斜面によってベンディ
ング角度を自由に調節することができ、曲げ時にも外被材に対するストレスを最小化し、
既存のグルーブタイプ真空断熱材よりも真空断熱性能を長期間維持できるようにし、必要
な形態によって容易に製作して使用できるという効果を提供する。
【００２４】
　また、本発明の一実施例によると、従来のグルーブを生成するために芯材にプレスを加
える過程を省略できるので、真空断熱性能をより向上させることができ、外被材に発生す
るクラックを防止するという効果を提供する。
【００２５】
　さらに、本発明の一実施例によると、前記グルーブ型断熱ボードを形成する段階で、前
記複数の芯材を基材フィルムの平面上に配列し、前記基材フィルムは外被材の熱融着層と
同一の材質を使用して形成するので、基材フィルムと外被材との間の熱融着が容易になる
という効果を提供する。
【図面の簡単な説明】
【００２６】
【図１】従来技術に係る真空断熱材を示した断面図である。
【図２】従来技術に係る真空断熱材を冷蔵庫などの断熱空間に適用した例を示した平面図
である。
【図３】本発明に係るグルーブタイプ真空断熱材の芯材を示した断面図である。
【図４】本発明に係るグルーブタイプの真空断熱材を製造する方法を示した断面図である
。
【図５】本発明に係るグルーブタイプの真空断熱材を示した断面図である。
【図６】本発明に係るグルーブタイプの真空断熱材の曲げ特性を示した断面図である。
【図７】本発明に係るグルーブタイプの真空断熱材を冷蔵庫などの断熱空間に適用した例
を示した平面図である。
【発明を実施するための形態】
【００２７】
　その他の実施例の具体的な事項は、詳細な説明及び添付の各図面に含まれている。
【００２８】
　本発明の利点及び／又は特徴、そして、それらを達成する方法は、添付の図面と共に詳
細に説明している各実施例を参照すれば明確になるだろう。しかし、本発明は、以下で開
示する各実施例に限定されるものではなく、互いに異なる多様な形態で具現される。ただ
し、本実施例は、本発明の開示を完全にし、本発明の属する技術分野で通常の知識を有す
る者に発明の範疇を完全に知らせるために提供されるものであり、本発明は請求項の範疇
によって定義されるものに過ぎない。明細書全体にわたって同一の参照符号は同一の構成
要素を示す。
【００２９】
　以下では、添付の図面を参照して本発明に係るグルーブタイプの真空断熱材、及びこれ
を製造する方法について詳細に説明する。
【００３０】
　図３は、本発明に係るグルーブタイプ真空断熱材の芯材を示した断面図である。
【００３１】
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　図３を参照すると、本発明では、側壁が傾斜面１００ａに加工され、断面形態が台形状
になる芯材１００を使用することが分かる。
【００３２】
　このとき、芯材１００は、グラスウール、シリカボード、ガラスボード及びポリウレタ
ンフォームから選択される一つ以上を含む材質で形成することが望ましい。
【００３３】
　本発明に係る芯材１００は、前記のような各材質からなるシートを多数枚積層して形成
したり、前記各材質を用いた単一のブロックタイプで形成することができ、ブロック型の
立体形状のうちいずれか一つ以上の側壁には傾斜面１００ａを形成する。
【００３４】
　併せて、前記のような芯材１００は、平面形態が三角形、四角形、円形及び多角形から
選択されるいずれか一つからなるように形成することが望ましい。
【００３５】
　前記のように多様な形態の平面を有するように形成することによって、本発明に係るグ
ルーブタイプの真空断熱材は多様な立体形状に形成することができる。例えば、三角形状
のブロックタイプの芯材を形成し、各芯材の３面を全て傾斜面に加工した後、三角錐形状
の展開図にしたがって配列した後、外被材を用いて真空加熱すると、三角錐形状のグルー
ブタイプ真空断熱材を形成できるようになる。
【００３６】
　従って、本発明に係る芯材１００は、形成しようとする真空断熱材の形態にしたがって
多様な形状に製造することができ、少なくとも一つ以上の側壁には傾斜面１００ａを形成
できるようにする。
【００３７】
　併せて、前記のような立体形状の真空断熱材を形成する場合、傾斜面１００ａの角度に
したがって各面間の曲げ角度を決定することができる。
【００３８】
　従って、本発明に係る芯材１００の傾斜面１００ａと芯材の底面とがなす角度（θ１）
が１５～６０゜になるように形成することが望ましい。傾斜面１００ａの角度（θ１）が
１５゜未満になる場合、傾斜面部分の芯材が過度に薄くなり、真空断熱特性が低下するお
それがあり、曲げ時に外被材にストレスを加える危険が高い。
【００３９】
　その一方、傾斜面１００ａの角度（θ１）が６０゜を超える場合、グルーブ特性がほと
んど示されなく、曲げ時に外被材にストレスを加える危険が高い。
【００４０】
　以上説明したように、本発明に係る芯材１００は、側壁に傾斜面を含むブロック形態に
なるように形成することが望ましい。このとき、参照までに、前記芯材１００の大きさや
形状は、形成しようとする真空断熱材の形状にしたがって多様に変更可能であり、これに
よって、各芯材１００を配列する離隔距離などを調節することができる。以下では、各芯
材の配列方法及び外被材形成方法を例に挙げて、本発明に係るグルーブタイプの真空断熱
材製造方法について詳細に説明する。
【００４１】
　図４は、本発明に係るグルーブタイプの真空断熱材を製造する方法を示した断面図であ
る。
【００４２】
　図４を参照すると、ブロックタイプの芯材１００を平面上に配列し、芯材１００に形成
された傾斜面が互いに対向する状態で所定間隔だけ離隔した形態で配列する。このとき、
離隔間隔に対しては大きな制限がないが、後続の曲げ特性を考慮して間隔を調節すること
が望ましい。
【００４３】
　ここで、前記芯材１００を基材フィルムの平面上に配列することもできるが、このとき
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、前記基材フィルムが外被材の熱融着層と同一の材質であれば、外被材との熱融着が容易
であるので望ましい。
【００４４】
　次に、前記のように形成されたグルーブ型断熱ボードを、袋状からなる外被材１２０の
一端に備えられた開口部を介して外被材１２０の内部に挿入する。
【００４５】
　ここで、外被材１２０は、必ず袋状からなるものを用いるべきではなく、下部外被材の
上部にグルーブ型断熱ボードを載せておき、上部外被材を覆った後、グルーブ型断熱ボー
ドの外縁部分を縫合して袋状にすることもできる。このとき、全ての過程は真空チャンバ
ー内で行うことが望ましく、グルーブ型断熱ボードが外被材１２０内に載置され、開口部
を介して外被材１２０内部の圧力を低下させる工程を行う。
【００４６】
　内部の圧力を低下させる工程は、外被材１２０内部の空気を抜いて真空状態にする工程
を意味するもので、このような真空状態で開口部を熱シーリングして真空断熱材を形成す
るようになる。
【００４７】
　その結果、図５のような形態の真空断熱材が形成される。その次に、前記真空チャンバ
ーからオーブンに移動させた後、真空断熱材を加熱する段階を行う。
【００４８】
　図５は、本発明に係るグルーブタイプの真空断熱材を示した断面図である。
【００４９】
　図５を参照すると、外被材１２０に各ブロック型芯材１００が独立的な形態で真空圧着
されたグルーブタイプの真空断熱材１３０が形成されたことが分かる。
【００５０】
　このように、本発明に係るグルーブタイプの真空断熱材１３０においては、各芯材１０
０間に外被材１２０が互いに接着される部分を有する。従って、この部分で自由な曲げ特
性を示すことができ、既存とは異なり、曲げられた状態でも芯材１００や外被材１２０に
損傷が加えられない特性を示すようになる。
【００５１】
　このとき、前記のような曲げ特性を向上させるためには各外被材１２０が芯材１００に
よって緊密に密着されなければならなく、各外被材１２０が互いに接する部分でも緊密な
接着が行われなければならない。このとき、前記外被材１２０は、前記各芯材１００間の
離隔部分で曲げ性が示され、接着部分が前記芯材１００の底面と同一の平面上に形成され
ると、外被材１２０のクラック発生を最小化するために望ましい。
【００５２】
　前記全ての過程はオーブンで行い、真空オーブンを用いるとより望ましいが、このとき
の加熱温度は１５０～２００℃であることが望ましい。加熱温度が１５０℃未満になる場
合、各外被材１２０の接着が十分に行われなくなり、２００℃を超える場合、加熱温度が
過度に高いことから外被材１２０の損傷をもたらすおそれがある。
【００５３】
　従って、前記のような温度調節のために、前記真空断熱材を加熱する段階は、赤外線輻
射熱加熱方式又は熱風加熱方式を用いて行うことが望ましい。
【００５４】
　以上の過程で本発明に係るグルーブタイプの真空断熱材１３０を完成することができ、
以下では、その具体的な曲げ特性を説明する。
【００５５】
　図６は、本発明に係るグルーブタイプの真空断熱材の曲げ特性を示した断面図である。
【００５６】
　図６を参照すると、芯材１００の側壁に形成された各傾斜面が互いに対向する形態で真
空断熱材１３０が曲げられていることが分かる。



(8) JP 5691112 B2 2015.4.1

10

20

30

40

【００５７】
　このとき、各芯材間に形成されていた離隔空間によって外被材１２０の一部が外部に突
出して折り曲げられていることが分かるが、このような曲げ特性により、曲げられた部分
でも真空断熱特性が低下しないようにすることができる。また、外被材１２０の一部が突
出しながら無理な曲げ現象が発生しなく、安定的な形態の曲げ特性を示すので、外被材の
損傷を最小化することができる。
【００５８】
　既存の場合、外被材の曲げ損傷を防止するために、外被材の積層フィルム内に特殊な素
材をさらに挿入しなければならない場合があったが、本発明では、前記のように安定的な
曲げ特性を示すので、外被材に別途の補完を加えなくてもよい。従って、基本的に使用さ
れる外被材フィルム材料を２枚又は３枚積層して使用することができ、低融点ポリオレフ
ィン系フィルムとしてＬＤＰＥ（Linear Density PolyEthylene）、ＬＬＤＰＥ（Linear 
Low Density PolyEthylene）、ＨＤＰＥ（High Density PolyEthylene）、ＣＰＰ（Chlor
inated Polypropylene）フィルム及びＯＰＰ（Oriented Polypropylene）フィルムなどの
多様な材料を使用することができる。
【００５９】
　次に、前記のように形成された本発明の真空断熱材を適用した一例を説明する。
【００６０】
　図７は、本発明に係るグルーブタイプの真空断熱材を冷蔵庫などの断熱空間に適用した
例を示した平面図である。
【００６１】
　図７は、図２で説明したボックス状の冷蔵庫ケース１５０に本発明に係るグルーブタイ
プの真空断熱材１３０を適用した例を示したもので、図２とは異なって、一つの真空断熱
材１３０を用いた断熱構造を示している。
【００６２】
　この場合、ボックス状のコーナー部分でも断熱構造が一体型で形成されるので、断熱特
性が全く失われない。また、コーナー部分に外被材１２０の突出部分を合わせて固定する
こともできるので、安定的な断熱構造を提供することができる。
【００６３】
　このように、本発明の一実施例によると、前処理ブロックタイプで側壁が傾斜面形態に
加工された芯材を使用してグルーブタイプの真空断熱材を製造することによって、外被材
に対するストレスを最小化し、真空断熱材の性能を長期間維持することができ、必要に応
じて真空断熱材を容易に曲げて使用することができる。
【００６４】
　また、本発明の一実施例によると、グルーブを生成するためにプレスする過程や、特殊
な材質の外被材を使用する不便さを解消できるので、真空断熱材の製造費用を減少させる
ことができ、外被材のクラックなどの問題を解決し、真空断熱材の信頼性を向上させるこ
とができる。
【００６５】
　以上、本発明に係る具体的な実施例について説明したが、本発明の範囲から逸脱しない
限度内では多様な変形が可能であることは当然である。したがって、本発明の範囲は、説
明された実施例に限定して定めてはならなく、後述する特許請求の範囲のみならず、この
特許請求の範囲と均等なものによって定めなければならない。
【００６６】
　以上、本発明は、限定された実施例と図面に基づいて説明したが、前記実施例に限定さ
れるものではなく、本発明の属する技術分野で通常の知識を有する者であれば、このよう
な記載から多様な修正及び変形が可能である。従って、本発明の思想は、下記に記載した
特許請求の範囲のみによって把握されなければならなく、その均等又は等価的変形は、い
ずれも本発明の思想の範疇に属するものと言える。
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